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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原子炉と、前記原子炉内の冷却材を循環させる再循環ポンプと、制御棒と、前記原子炉
で発生した蒸気の流量を調整する加減弁と、前記加減弁を通過した蒸気により駆動される
タービンと、前記タービンにより駆動されて電力を発生する発電機と、前記加減弁と前記
タービンとの間に設置されて前記蒸気の一部を他の設備へ供給可能とする抽気弁と、
　前記発電機の出力目標値を生成する目標値生成装置と、前記発電機の実出力を計測する
センサと、
　前記発電機の出力目標値と前記発電機の実出力との差である第１の発電機出力偏差信号
に基づき前記蒸気の抽気量を設定する抽気制御装置と、
　前記抽気制御装置の設定値に一致するよう前記抽気弁を駆動する抽気弁制御装置と、
　前記発電機の実出力から前記抽気制御装置の抽気量の制御による前記発電機の出力への
寄与分を減算した補正発電機出力と、前記発電機の出力目標値と前記補正発電機出力との
差である第２の発電機出力偏差信号を出力する出力制御装置と、
　前記出力制御装置からの第２の発電機出力偏差信号に応じて、前記再循環ポンプの再循
環流量を調整する再循環流量制御装置と、
　前記出力制御装置からの第２の発電機出力偏差信号に応じて、前記制御棒の位置を変更
する制御棒制御装置とを備え、
　前記抽気制御装置で設定した前記蒸気の抽気量は、予め定めた第１閾値より前記第１の
発電機出力偏差信号が大きいときに、定格抽気量を減少させるように設定され、
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　前記出力制御装置で設定した前記制御棒の位置を変更する信号の値は、予め定めた第２
閾値より前記第２の発電機出力偏差信号が大きいときに、前記制御棒の位置を変更するよ
うに設定され、
　前記第１閾値を前記第２閾値よりも大きく設定した
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の原子力プラントの出力制御装置において、
　前記抽気制御装置は、前記第１の発電機出力偏差信号として、前記第２の発電機出力偏
差信号で算出された値と同一の値を使用して前記蒸気の抽気量を設定する
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御装置。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の原子力プラントの出力制御装置において、
　前記抽気制御装置は、前記発電機の出力目標値の変化率を演算する変化率演算器を備え
、
　前記発電機の出力目標値の変化率が予め定めた設定値未満の場合には、設定する抽気量
を定格抽気量と同一とし、
　前記発電機の出力目標値の変化率が予め定めた設定値以上のときのみ前記第１の発電機
出力偏差信号に基づき抽気量を設定する
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか１項に記載の原子力プラントの出力制御装置において、
　前記抽気弁を複数個備え、
　前記抽気制御装置は、前記第１の発電機出力偏差信号に基づき前記蒸気の抽気量を複数
の前記抽気弁のそれぞれに設定し、
　設定された抽気量において、定格抽気量から変化を開始する前記第１の発電機出力偏差
信号の値を抽気弁毎に異なるように設定した
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか１項に記載の原子力プラントの出力制御装置において、
　前記原子炉へ冷却材を給水する給水ポンプと、前記給水ポンプの給水流量を制御する給
水制御装置と、前記原子炉への給水を抽気により加熱する給水加熱器とを備え、
　前記出力制御装置は、前記抽気制御装置が設定した前記蒸気の抽気量に基づいて前記給
水制御装置に水位設定値を送信し、前記給水制御装置は前記水位設定値に基づいて前記給
水ポンプの給水流量を調整する
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御装置。
【請求項６】
　原子炉と、前記原子炉で発生した蒸気の流量を調整する加減弁と、前記加減弁を通過し
た蒸気により駆動されるタービンと、前記タービンにより駆動されて電力を発生する発電
機と、前記加減弁と前記タービンとの間に設置されて前記蒸気の一部を他の設備へ供給可
能とする抽気弁と、冷却材を循環させる再循環ポンプと、制御棒と、出力制御装置とを備
えた原子力プラントの出力制御方法であって、
　前記出力制御装置は、前記発電機の出力目標値と、前記発電機の実出力とから、第１の
発電機出力偏差信号を算出し、前記第１の発電機出力偏差信号に基づき、蒸気の一部を前
記他の設備へ供給する前記抽気弁の抽気量を調整する第１のプロセスと、
　前記発電機の実出力から前記抽気弁の抽気量の制御による前記発電機の出力への寄与分
を減算した補正発電機出力を算出し、前記発電機の出力目標値と前記補正発電機出力から
第２の発電機出力偏差信号を算出し、前記第２の発電機出力偏差信号に基づき前記再循環
ポンプの再循環流量及び前記制御棒の位置を調整する第２のプロセスとを備え、
　前記第１のプロセスと前記第２のプロセスとを並行して実施しており、
　前記第１のプロセスにおいて、前記蒸気の抽気量は、予め定めた第１閾値より前記第１
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の発電機出力偏差信号が大きいときに、定格抽気量を減少させるように設定され、
　前記第２のプロセスにおいて、前記制御棒の位置を変更する信号の値は、予め定めた第
２閾値より前記第２の発電機出力偏差信号が大きいときに、前記制御棒の位置を変更する
ように設定され、
　前記第１閾値を前記第２閾値よりも大きく設定した
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御方法。
【請求項７】
　請求項６に記載の原子力プラントの出力制御方法において、
　前記第１のプロセスは、前記第１の発電機出力偏差信号として、前記第２の発電機出力
偏差信号で算出された値と同一の値を使用して前記蒸気の抽気量を調整する
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御方法。
【請求項８】
　請求項６又は７に記載の原子力プラントの出力制御方法において、
　前記出力制御装置は、前記発電機の出力目標値の変化率を演算する変化率演算器を備え
、
　前記第１のプロセスにおいて、前記発電機の出力目標値の変化率が予め定めた設定値未
満の場合には、設定する抽気量を定格抽気量と同一とし、
　前記発電機の出力目標値の変化率が予め定めた設定値以上のときのみ前記第１の発電機
出力偏差信号に基づき抽気量を調整する
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御方法。
【請求項９】
　請求項６乃至８のいずれか１項に記載の原子力プラントの出力制御方法において、
　前記抽気弁は複数個を備え、
　前記第１のプロセスは、前記発電機の出力目標値と、前記発電機の実出力とから、第１
の発電機出力偏差信号を算出し、前記第１の発電機出力偏差信号に基づき、蒸気の一部を
他の設備へ供給する複数の前記抽気弁の抽気量を調整し、
　設定された抽気量において、定格抽気量から変化を開始する前記第１の発電機出力偏差
信号の値を抽気弁毎に異なるように設定した
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御方法。
【請求項１０】
　請求項６乃至９のいずれか１項に記載の原子力プラントの出力制御方法において、
　前記原子力プラントは、前記原子炉へ冷却材を給水する給水ポンプと、前記給水ポンプ
の給水流量を制御する給水制御装置と、前記原子炉への給水を抽気により加熱する給水加
熱器とを備え、
　前記出力制御装置は、前記給水加熱器への抽気量に基づき、前記原子炉への給水流量を
調整する第３のプロセスを備え、
　前記第１のプロセスと前記第２のプロセスと前記第３のプロセスとを並行して実施する
　ことを特徴とする原子力プラントの出力制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は原子力プラントの出力制御装置及び方法に係り、特に、タービン・発電機へ送
出する主蒸気からの抽気量を制御して発電機の出力を制御する原子力プラントの出力制御
装置及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、沸騰水型原子力プラントにおける発電機出力制御は、目標発電機出力値と現在の
実発電機出力値との間に偏差が生じた場合、まず偏差に応じて原子炉出力を調整し、その
後原子炉出力に応じた蒸気をタービンに送ることで実発電機出力を目標値に調整している
。すなわち、原子炉内の圧力が急変しないように、原子炉から送りだされる蒸気（以下、



(4) JP 6608324 B2 2019.11.20

10

20

30

40

50

主蒸気と記す）の量を調整している。これは、沸騰水型の原子炉において、原子炉内の圧
力が急変すると冷却材内の蒸気泡（以下、ボイドと記す）の状態が変わり、原子炉の出力
が変化するためである。
【０００３】
　特許文献１には、従来の出力制御装置の一例が示されている。この例では、目標発電機
出力と実際の発電機出力との偏差に基づいて再循環ポンプ速度要求信号が出力され、原子
炉の出力が変化し、原子炉の出力変更により原子炉から発生する蒸気量が変化してタービ
ン入口圧力が変化する。そして、タービン入口圧力の変化に比例して、タービン加減弁の
開度が調整され、タービンへの蒸気量が調整されることにより実際の出力が目標発電機出
力に一致するように制御される。このような従来の制御方式において、特許文献１には、
目標発電機出力と実際の発電機出力の制御遅れを抑制することを目的として、本来の目標
発電機出力とは別に、制御用の目標発電機出力を設定し、これにより制御遅れを先行的に
補償する出力制御方法が開示されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、再循環流量制御、制御棒操作に加え、給水温度調節機構により
原子炉の出力制御を行う原子炉給水温度制御装置が開示されている。この制御装置では、
給水加熱器に接続する抽気配管に制御弁を設け、給水温度を調節する。給水温度を降下さ
せて運転することにより、冷却水の炉心入口サブクーリングが上がり、ボイド率が下がり
、炉心反応度が上がり、原子炉出力を上げることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭６４－９１０９５号公報
【特許文献２】特開昭６２－１３８７９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　電力系統内において、従来の原子力プラントの多くは基底負荷運転、すなわち出力一定
で運転し、需要の変化に合わせて供給する電力量を調整する役割は水力発電や火力発電が
担っていた。しかし、近年、自然エネルギーの増加やこれに伴う火力発電の減少が進む地
域などにおいては、原子力発電の発電機出力を変化させる負荷追従運転が要望されてきて
いる。
【０００７】
　負荷追従運転は、変更出力の大きさと周期によっていくつかのカテゴリに分類される。
日負荷追従運転と呼ばれる運転では、昼夜での需要の変動に合わせて、昼間に発電機出力
を大きくし、夜間に発電機出力を抑制する。出力の変更幅は最大で定格の５０%を超える
ケースもあるが、数時間かけて出力を変更するため速応答は要求されない。一方、周波数
制御運転と呼ばれる運転では、系統内の周波数を一定に保つように、数秒から数分程度の
時間で変化する電力需要に合わせて発電機出力を調整する運転であり、出力変化幅は高々
１０%程度と小さいが、速応答が要求される。
【０００８】
　上述したように、沸騰水型原子炉においては、発電機出力を調整するために、まず再循
環ポンプ速度や制御棒位置を制御して原子炉の出力を変更し、出力に応じた蒸気量をター
ビンに送出することにより発電機出力を調整するため、目標発電機出力の変化率が大きい
ときには、実際の発電機出力の遅れが顕著に生じる。この遅れの要因としては、再循環ポ
ンプや制御棒の機械的な動作に伴う遅れ、反応度の投入により核反応が増加するまでの遅
れ、増加した核反応により燃料内で発生した熱が冷却材に伝わるまでの遅れ、変化した蒸
気量がタービンに到達するまでの遅れ等々があり、数秒から数１０秒程度の目標発電量の
変化に追従させることは難しい。
【０００９】
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　数秒から数１０秒程度の目標発電量の変化に追従させるために、例えば、原子炉の出力
を変化させる前に、目標発電機出力に見合った蒸気量をタービンに送出する制御が考えら
れる。この方法では、既に原子炉内に蓄積されている蒸気を加減弁の調整によりタービン
に送出するのみであり、時間遅れは小さくなる。しかし、沸騰水型原子炉の場合、原子炉
内に保有されている蒸気を出力以上に取出してしまうと、圧力が低下し、原子炉内でのボ
イドの割合が上昇して出力が低下する（逆に出力以下しか取出さないと圧力が上昇し、ボ
イドの割合が減少して出力が上昇する）。
【００１０】
　発電機出力を安定して上昇（または下降）させるためには、蒸気を取り出した後に原子
炉の出力を上昇（または下降）しなくてはならないが、この方法では、蒸気の取り出しが
原子炉の出力を逆向きに変化させてしまうため安定した制御が難しくなる。
【００１１】
　本発明は上述した事柄に基づいてなされたものであって、その目的は、周波数制御など
の短時間での出力変更要求に対して、タービンへの蒸気送出量の変更を優先して実施する
ことにより応答性を向上させ、かつ、原子炉の出力を安定して追従させることができる原
子力プラントの出力制御装置及び制御方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題を解決するために、例えば特許請求の範囲に記載の構成を採用する。本願は、
上記課題を解決する手段を複数含んでいるが、その一例を挙げるならば、原子炉と、前記
原子炉内の冷却材を循環させる再循環ポンプと、制御棒と、前記原子炉で発生した蒸気の
流量を調整する加減弁と、前記加減弁を通過した蒸気により駆動されるタービンと、前記
タービンにより駆動されて電力を発生する発電機と、前記加減弁と前記タービンとの間に
設置されて前記蒸気の一部を他の設備へ供給可能とする抽気弁と、前記発電機の出力目標
値を生成する目標値生成装置と、前記発電機の実出力を計測するセンサと、前記発電機の
出力目標値と前記発電機の実出力との差である第１の発電機出力偏差信号に基づき前記蒸
気の抽気量を設定する抽気制御装置と、前記抽気制御装置の設定値に一致するよう前記抽
気弁を駆動する抽気弁制御装置と、前記発電機の実出力から前記抽気制御装置の抽気量の
制御による前記発電機の出力への寄与分を減算した補正発電機出力と、前記発電機の出力
目標値と前記補正発電機出力との差である第２の発電機出力偏差信号を出力する出力制御
装置と、前記出力制御装置からの第２の発電機出力偏差信号に応じて、前記再循環ポンプ
の再循環流量を調整する再循環流量制御装置と、前記出力制御装置からの第２の発電機出
力偏差信号に応じて、前記制御棒の位置を変更する制御棒制御装置とを備え、前記抽気制
御装置で設定した前記蒸気の抽気量は、予め定めた第１閾値より前記第１の発電機出力偏
差信号が大きいときに、定格抽気量を減少させるように設定され、前記出力制御装置で設
定した前記制御棒の位置を変更する信号の値は、予め定めた第２閾値より前記第２の発電
機出力偏差信号が大きいときに、前記制御棒の位置を変更するように設定され、前記第１
閾値を前記第２閾値よりも大きく設定したことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、発電機出力への短時間での出力変更要求に対して、主蒸気の抽気を制
御することにより、素早く追従することが可能となる。また、抽気による制御時間を最小
限に抑制することができるので、プラント熱効率の低下を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態を備えた原
子力プラントを示す全体構成図である。
【図２】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態を構成する
抽気量設定器の内容を示す制御ブロック図である。
【図３】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態を構成する
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偏差信号出力器及び制御棒位置設定器の内容を示す制御ブロック図である。
【図４】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態を構成する
補正発電機出力算出器の内容を示す制御ブロック図である。
【図５】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態による発電
機出力等の時系列変化を示す特性図である。
【図６】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態における処
理フローを示すフローチャート図である。
【図７】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形態を構成する
抽気量設定器の内容を示す制御ブロック図である。
【図８】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形態による発電
機出力等の時系列変化を示す特性図である。
【図９】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形態における処
理フローを示すフローチャート図である。
【図１０】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第３の実施の形態を構成す
る抽気量設定器の内容を示す制御ブロック図である。
【図１１】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第４の実施の形態を備えた
原子力プラントを示す全体構成図である。
【図１２】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第４の実施の形態を構成す
る抽気量設定器の内容を示す制御ブロック図である。
【図１３】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第５の実施の形態を備えた
原子力プラントを示す全体構成図である。
【図１４】本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第５の実施の形態を構成す
る抽気量設定器の内容を示す制御ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下に、本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の実施の形態を図面を用いて
説明する。
【実施例１】
【００１６】
　図１は本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態を備えた原
子力プラントを示す全体構成図、図２は本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法
の第１の実施の形態を構成する抽気量設定器の内容を示す制御ブロック図、図３は本発明
の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態を構成する偏差信号出力器
及び制御棒位置設定器の内容を示す制御ブロック図、図４は本発明の原子力プラントの出
力制御装置及び方法の第１の実施の形態を構成する補正発電機出力算出器の内容を示す制
御ブロック図である。
【００１７】
　図１において、原子炉１の内部には、炉心２が設置されており炉内の冷却材を沸騰させ
て蒸気を生成する。原子炉１には、冷却材を循環させる再循環ポンプ３と制御棒４が備え
られており、炉心２の出力を調整して発生する蒸気量を制御する。
【００１８】
　原子炉１で生成された蒸気は、蒸気配管と蒸気配管に設けられた加減弁５を通じて高圧
タービン６及び低圧タービン７に導かれる。高圧タービン６及び低圧タービン７には発電
機８が連結されており、発電機８が発電することで、蒸気のエネルギーを電力に変換して
いる。蒸気配管には、原子炉１の圧力を検出する圧力センサ２９が設けられている。発電
機８の近傍には、発電機出力を検出する発電機出力センサ２３が設けられている。発電機
出力センサ２３が検出した発電機出力信号と圧力センサ２９が検出した原子炉１の圧力信
号とは、後述する出力制御装置２２に入力される。
【００１９】
　高圧タービン６及び低圧タービン７で仕事をした蒸気は復水器１０で図示しない海水と
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の熱交換により凝縮され冷却水となる。冷却水は、低圧給水加熱器１１で加熱され、給水
ポンプ１２で原子炉１内と同程度まで加圧された後、再度、高圧給水加熱器１３で加熱さ
れた後に原子炉１に給水される。
【００２０】
　また、原子炉１で発生した蒸気は熱効率向上のため、抽気され給水加熱器１１、１３や
湿分分離加熱器９に供給される。図１の例では、高圧給水加熱器１３および湿分分離加熱
器９への抽気管には抽気弁１４および抽気弁１５が設置されている。
【００２１】
　本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態において、プラン
ト出力制御装置１６は、再循環流量制御装置１７と制御棒制御装置１８と圧力制御装置１
９と抽気制御装置２０と目標値生成装置２１と出力制御装置２２とで構成されている。出
力制御装置２２は、偏差信号出力器２４と制御棒位置設定器２５と加減弁開度設定器２６
と抽気量設定器２７と補正発電機出力算出器２８とを備えている。
【００２２】
　再循環流量制御装置１７は、再循環ポンプ３へ流量制御指令を出力して、原子炉１の再
循環流量を制御するもので、出力制御装置２２の偏差信号出力器２４から偏差信号を入力
する。この偏差信号に応じて再循環流量が制御される。偏差信号が正の場合は再循環流量
を増やし、負の場合は再循環流量を減少するよう、比例積分演算を実施する方法や、再循
環流量の変化量と発電機出力の変化量との関係をテーブル化しておき、偏差をゼロにする
ような再循環流量を算出する方法を用いることができる。
【００２３】
　制御棒制御装置１８は、制御棒４へ挿入または引抜き指令を出力して、制御棒位置を制
御するもので、出力制御装置２２の制御棒位置設定器２５から位置信号を入力する。
【００２４】
　圧力制御装置１９は、加減弁５へ開度指令を出力して、原子炉１の圧力を設定値に調整
するもので、出力制御装置２２の加減弁開度設定器２６から補正発電機出力に応じた圧力
設定値信号を入力する。
【００２５】
　抽気制御装置２０は、抽気弁１４へ開度指令を出力して、抽気弁１４からの抽気量を設
定値となるように調整するもので、出力制御装置２２の抽気量設定器２７から抽気量信号
を入力する。
【００２６】
　図２を用いて抽気量設定器２７の構成を説明する。抽気量設定器２７は、減算器３１と
変換演算器３２とを備えている。減算器３１は、目標値生成装置２１から出力された目標
発電機出力と、発電機出力センサ２３から出力された発電機出力信号とを入力として、第
１の発電機出力偏差信号を演算し、変換演算器３２に出力する。変換演算器３２は、入力
した第１の発電機出力偏差信号を抽気量に変換する変換式が予め設定されていて、抽気量
信号を演算し、抽気制御装置２０へ出力する。変換演算器３２で算出する抽気量は、図２
に示すように、入力する偏差信号が設定値ａ未満のときには、定格抽気量が出力するよう
に設定し、設定値ａ以上に偏差が増加すれば増加に応じて抽気量を減少させ、設定値ａよ
りも大きい設定値ｂ以上では、抽気量を最小の一定値が出力するように設定している。
【００２７】
　次に、図３を用いて偏差信号出力器２４及び制御棒位置設定器２５の構成を説明する。
偏差信号出力器２４は、第１減算器４１と制御器４２と変換演算器４３と第２減算器４４
とを備えている。制御棒位置設定器２５は、これらの演算器４１乃至４４に加えて第１比
較器４５と第２比較器４６とを備えている。
【００２８】
　第１減算器４１は、目標値生成装置２１から出力された目標発電機出力と、補正発電機
出力算出器２８から出力された補正発電機出力信号とを入力として、第２の発電機出力偏
差信号を演算し、制御器４２に出力する。制御器４２は、比例積分演算を行い、負荷要求
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信号を演算し、第２減算器４４へ出力する。
【００２９】
　変換演算器４３は、圧力センサ２９が検出した原子炉１の圧力信号を入力し、予め設定
された原子炉出力と圧力とのテーブル等に基づき原子炉出力信号を演算し、第２減算器４
４へ出力する。第２減算器４４は上述した負荷要求信号と原子炉出力信号とを入力し、偏
差信号を演算し、再循環流量制御装置１７へ出力する。
【００３０】
　制御棒位置設定器２５では、第２減算器４４の出力信号が第１比較器４５と第２比較器
４６に入力される。第１比較器４５は、入力した偏差信号が設定値であるｃ１よりも大き
いときには、制御棒を最小駆動単位だけ引き抜く位置信号を制御棒制御装置１８に出力す
る。第２比較器４６は、入力した偏差信号が設定値であるｃ２よりも小さいときには、制
御棒を最小駆動単位だけ挿入する位置信号を制御棒制御装置１８に出力する。
【００３１】
　次に、図４を用いて補正発電機出力算出器２８の構成を説明する。補正発電機出力算出
器２８は、変換演算器４７と減算器４８とを備えている。変換演算器４７は、抽気量設定
器２７から抽気量設定値を入力し、予め設定された抽気量と発電機出力変化量とのテーブ
ル等に基づき定格抽気量からの変化による発電機出力への寄与分信号を演算し、減算器４
８へ出力する。変換演算器４７で算出する発電機出力への寄与分信号は、図４に示すよう
に、入力する抽気量設定値が定格のときは、０が出力するように設定し、抽気量設定値が
減少すれば減少に応じて発電機出力変化である発電機出力への寄与分信号が増加し、抽気
量設定値が０のときに最大値が出力するように設定している。減算器４８は、発電機出力
センサ２３から出力された発電機出力信号と変換演算器４７から出力された発電機出力へ
の寄与分信号とを入力として、補正発電機出力信号を演算し、偏差信号出力器２４及び制
御棒位置設定器２５に出力する。
【００３２】
　なお、補正発電機出力の演算は、図４に示した構成以外にも、例えば、圧力センサ２９
が検出した原子炉圧力信号と変換演算器４３を用いて原子炉出力信号を演算し、予め定め
た抽気制御を用いない場合の原子炉出力と発電機出力との変換式を利用して算出すること
もできる。
【００３３】
　次に、本実施の形態におけるプラント出力制御装置１６の動作の概要を説明する。図１
において、原子力プラントが一定の発電機出力で運転している際は、原子炉出力も一定出
力状態で維持され、再循環流量や制御棒位置は短時間では変化しない。また、加減弁５は
原子炉出力に応じた開度で一定に保たれていて、抽気弁１４、１５は全開（定格流量位置
）となっていて、一定量の抽気がなされている。この状態から、運転員または中央給電指
令所から目標値生成装置２１に対して発電機出力目標値及びその変化率が入力されると、
目標値生成装置２１は時々刻々の目標発電機出力を出力制御装置２２に出力する。
【００３４】
　出力制御装置２２では、抽気量設定器２７において図２に示すように、目標発電機出力
と発電機出力信号から第１の発電機出力偏差を減算器３１で算出し、変換演算器３２にて
、第１の発電機出力偏差から偏差に応じて予め設定された抽気量に変換演算する。算出さ
れた抽気量の信号は、抽気制御装置２０へ送出され、抽気弁１４,１５からの抽気量が設
定された値となるようそれぞれの開度が調整される。
【００３５】
　同時に、偏差信号出力器２４と制御棒位置設定器２５において図３に示すように、第２
の発電機出力偏差を第１減算器４１で算出し、制御器４２を介して負荷要求信号が算出さ
れる。一方、変換演算器４３を介して原子炉出力信号が算出され、第２減算器４４におい
て、負荷要求信号と原子炉出力信号の偏差が算出される。この結果、偏差信号が再循環流
量制御装置１７に送出され、偏差に応じた再循環流量が再循環流量制御装置１７で設定さ
れる。偏差信号が正の場合は再循環流量を増やし、負の場合は再循環流量を減少するよう
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、比例積分演算を実施する方法や、再循環流量の変化量と発電機出力の変化量との関係を
テーブル化しておき、偏差をゼロにするような再循環流量を算出する方法を用いることが
できる。
【００３６】
　また、偏差信号が設定値ｃ１より大きい場合には制御棒を引き抜き側へ、設定値ｃ２よ
り小さい場合は制御棒を挿入側へ変更した設定位置信号が制御棒制御装置１８へ送出され
る。制御棒制御装置１８は、設定された制御棒位置となるよう制御棒４を操作する。
【００３７】
　そして、原子力プラントにおけるこれらの出力制御の間、出力制御装置２２の加減弁開
度設定器２６は、補正発電機出力に応じた圧力設定値を圧力制御装置１９に送出しつづけ
る。圧力制御装置１９は加減弁５の開度を圧力設定値に調整するので、原子炉１に急峻な
圧力変化が生じない。
【００３８】
　次に、本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態による発電
機出力等の時系列変化を図５を用いて説明する。図５は本発明の原子力プラントの出力制
御装置及び方法の第１の実施の形態による発電機出力等の時系列変化を示す特性図である
。
【００３９】
　図５において、横軸は時間を示していて、縦軸は、（Ａ）発電機出力、（Ｂ）発電機出
力変化への寄与分をそれぞれ示している。また、（Ａ）発電機出力における実線の特性ａ
は目標発電機出力を示し、破線の特性ｂは正味の発電機出力を示す。また、一点鎖線の特
性ｃは補正発電機出力を示す。また、（Ｂ）発電機出力変化への寄与分における破線の特
性ｄは抽気量制御による発電機出力への寄与分を示し、一点鎖線で示す特性ｅは再循環ポ
ンプ及び制御棒制御による発電機出力への寄与分を示している。
【００４０】
　図５（Ａ）で示すように、発電機出力が一定値であるＥａで制御されている状態から目
標発電機出力を上昇させてＥｂとして保持した場合における正味発電機出力や寄与分等の
各挙動について説明する。
【００４１】
　時刻ｔ０において、ａで示す目標発電機出力が上昇すると偏差に応じて抽気量が減少し
、その分、タービン・発電機に使われる蒸気量が増えるので、発電機出力が増加する。す
なわち、図５（Ｂ）のｄに示すように抽気量制御による発電機出力への寄与分が時刻ｔ１
において、ゼロから上昇を開始する。
【００４２】
　そして、この寄与分だけ図５（Ａ）のｂに示す正味の発電機出力が上昇する。この時点
で、再循環流量及び制御棒位置は発電機出力を上昇する方向へ操作が開始されているが、
ｅで示す再循環ポンプ及び制御棒制御による発電機出力への寄与分は増加していない。こ
れは、前述したように機械的な動作に伴う遅れ、反応度の投入により核反応が増加するま
での遅れ、増加した核反応により燃料内で発生した熱が冷却材に伝わるまでの遅れ等によ
るものである。
【００４３】
　図５（Ｂ）の時刻ｔ２において、抽気量制御により正味の発電機出力が上昇すると、第
１の発電機出力偏差の増大は抑制され、抽気量制御による寄与分は飽和し始める。その後
、数秒から数１０秒程度経過した後、再循環ポンプ及び制御棒制御による発電機出力への
寄与分が増大し始めると更に偏差が小さくなり、時刻ｔ３においては、抽気量が上昇方向
に転じるので、ｄに示す抽気量制御による発電機出力への寄与分は減少し始める。
【００４４】
　そして、時刻ｔ４において、ｅで示す再循環ポンプ及び制御棒制御による発電機出力へ
の寄与分がａで示す目標発電機出力の増分Ｅｂと等しい値まで増加すると、抽気量は定格
流量まで上昇して一定値となり、再循環流量及び制御棒位置はｂで示す正味の発電機出力



(10) JP 6608324 B2 2019.11.20

10

20

30

40

50

が目標発電機出力を維持する流量及び位置で運転される。ｃで示す補正発電機出力は、ｂ
で示す正味の発電機出力からｄで示す抽気量制御による発電機出力への寄与分を減じたも
のであるので、時刻ｔ４において、正味の発電機出力と一致する。
【００４５】
　次に、本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態による出力
制御方法について図６を用いて説明する。図６は本発明の原子力プラントの出力制御装置
及び方法の第１の実施の形態における処理フローを示すフローチャート図である。
【００４６】
　プラント出力制御装置１６は、目標発電機出力を算出する（ステップＳ１０１）。具体
的には、出力制御装置２２にて、目標値生成装置２１からの発電機出力の目標値と変化率
から目標発電機出力Ｅｔを算出する。
【００４７】
　プラント出力制御装置１６は、第１の発電機出力偏差を算出する（ステップＳ１１１）
。具体的には、出力制御装置２２にて、目標発電機出力Ｅｔから発電機出力センサ２３の
出力値Ｅｐを減算して第１の発電機出力偏差ΔＥ１を算出する。
【００４８】
　プラント出力制御装置１６は、抽気量設定値Ｗｅを算出する（ステップＳ１１２）。具
体的には、出力制御装置２２にて、第１の発電機出力偏差ΔＥ１から変換演算器３２を介
して算出する。
【００４９】
　プラント出力制御装置１６は、抽気量を抽気量設定値Ｗｅに調整する（ステップＳ１１
３）。具体的には、出力制御装置２２から抽気制御装置２０へ抽気量信号を送出し、抽気
制御装置２０が抽気弁１４の開度を調整することで行う。
【００５０】
　（ステップＳ１０１）の処理の後に（ステップＳ１１１）の処理と同時に、以下の（ス
テップＳ１２１）が行われる。プラント出力制御装置１６は、補正発電機出力を算出する
（ステップＳ１２１）。具体的には、出力制御装置２２にて、抽気量設定値から発電機出
力変化の変換演算を行い抽気による発電機出力への寄与分ΔＥｅを算出し、発電機出力セ
ンサ２３の出力値ＥｐからΔＥｅを減算して補正発電機出力を算出する。
【００５１】
　プラント出力制御装置１６は、第２の発電機出力偏差を算出する（ステップＳ１２２）
。具体的には、出力制御装置２２にて、目標発電機出力Ｅｔから補正発電機出力であるＥ
ｐ－ΔＥｅを減算して第２の発電機出力偏差ΔＥ２を算出する。
【００５２】
　プラント出力制御装置１６は、再循環流量及び制御棒位置の設定値を算出する（ステッ
プＳ１２３）。具体的には、出力制御装置２２にて、第２の発電機出力偏差ΔＥ２を基に
して算出する。
【００５３】
　プラント出力制御装置１６は、再循環流量及び制御棒位置を設定値に調整する（ステッ
プＳ１２４）。具体的には、出力制御装置２２から再循環流量制御装置１７と制御棒制御
装置１８へ、再循環流量信号、制御棒位置信号を送出し、再循環流量制御装置１７が再循
環ポンプ３を制御し、制御棒制御装置１８が制御棒の４の位置を制御する。
【００５４】
　プラント出力制御装置１６は、補正発電機出力に応じた開度に加減弁５を調整する（ス
テップＳ１０２）。具体的には、出力制御装置２２から圧力制御装置１９へ補正発電機出
力であるＥｐ－ΔＥｅの指令を送出し、圧力制御装置１９が補正発電機出力に応じた開度
に加減弁５を調整する。
【００５５】
　（ステップＳ１０２）の処理を実行後、プラント出力制御装置１６は、制御が終了した
か否かを判断する。制御が終了していない場合には、（ステップＳ１０１）へ戻り、それ
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以外の場合には、制御終了となる。このように、これらのステップを制御が終了するまで
繰り返すことにより、所望の制御結果を得ることができる。
【００５６】
　上述したように、本実施の形態によれば、発電機出力の偏差に応じて抽気を絞ることに
より、タービン・発電機への蒸気量を増加していち早く目標発電機出力に追従させること
ができる。また、その際に、原子炉圧力は補正発電機出力に応じて調整されるため、急峻
な変化を生じず、原子炉１の出力を安定して追従させることができる。
【００５７】
　また、本実施の形態によれば、再循環ポンプ３及び制御棒制御により発電機出力が目標
値に到達した後は抽気量が定格流量に戻るため、抽気量による制御が数秒から数１０秒の
初期応答に限定され、抽気量変化にともなうプラント熱効率の低下を最小限に抑制するこ
とができる。
【００５８】
　上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第１の実施の形態によれば
、発電機出力への短時間での出力変更要求に対して、主蒸気の抽気を制御することにより
、素早く追従することが可能となる。また、抽気による制御時間を最小限に抑制すること
ができるので、プラント熱効率の低下を抑制することができる。
【実施例２】
【００５９】
　以下、本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形態を図面を用
いて説明する。図７は本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形
態を構成する抽気量設定器の内容を示す制御ブロック図、図８は本発明の原子力プラント
の出力制御装置及び方法の第２の実施の形態による発電機出力等の時系列変化を示す特性
図、図９は本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形態における
処理フローを示すフローチャート図である。図７乃至図９において、図１乃至図６に示す
符号と同符号のものは同一部分であるので、その詳細な説明は省略する。
【００６０】
　本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形態において、原子力
プラント出力制御装置の全体構成は、大略第１の実施の形態と同じであるが、抽気量設定
器２７の制御ブロック図とプラント出力制御装置１６の処理フローが異なる。
【００６１】
　本実施の形態においては、図７に示すように、抽気量設定器２７の制御において、第１
の発電機出力偏差を減算器３１で算出する際に、第２の発電機出力偏差と同様に補正発電
機出力信号を用いる。このように、第１の発電機出力偏差の算出に補正発電機出力を用い
たので、抽気量制御で抽気が変化し、正味の発電機出力が変化した後も、再循環ポンプ及
び制御棒制御による発電機出力への寄与はすぐには増加しないため、第１の発電機出力偏
差は減少しない。
【００６２】
　このため、数秒から数１０秒程度経過した後、再循環ポンプ３及び制御棒制御による発
電機出力への寄与が増大し始めるまで偏差は減少せず、抽気量制御でより大きな発電機出
力の応答性改善が図れる。
【００６３】
　また、図７の変換演算器３２に設定されている特性において、抽気量の減少開始点を決
める偏差信号の設定値ａについては、制御棒位置設定器２５の第１比較器４５、第２比較
器４６の設定値であるｃ１、ｃ２より大きな値に設定している。これにより、発電機出力
偏差が微小な場合は、再循環流量制御及び制御棒制御が優先され、抽気弁１４の頻繁な開
閉を回避でき、保守作業の増大を防止することができる。
【００６４】
　次に、本実施の形態による発電機出力等の時系列変化を図８を用いて説明する。図５に
示す第１の実施の形態と比べて、抽気制御によりｂで示す正味の発電機出力が増加した後
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（時刻ｔ２の後）もｄで示す抽気量の寄与分が減少せず、再循環ポンプ及び制御棒制御に
よる発電機出力の増大の前に（時刻ｔ４の前であって時刻ｔ３近傍）目標値付近まで追従
することができる。
【００６５】
　次に、本実施の形態による出力制御方法について図９を用いて説明する。本実施の形態
における制御方法では、図６に示した第１の実施の形態のフローに対して、ステップＳ１
１１の処理内容が変更されている。すなわち、ステップＳ１２１で算出した補正発電機出
力Ｅｐ－ΔＥｅを目標発電機出力Ｅｔから減算して第１の発電機出力偏差ΔＥ１を算出し
ている。その他の手順は図６に示した第１の実施の形態と同一とすることで所望の制御結
果を得ることができる。
【００６６】
　上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形態によれば
、第１の実施の形態と同様の効果を得ることができる。
【００６７】
　また、上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第２の実施の形態に
よれば、目標発電機出力に対する追従性を更に向上することができる。加えて、抽気制御
を開始する偏差信号の設定値ａを、再循環流量制御及び制御棒制御を開始する偏差信号の
値よりも大きく設定しているので、抽気弁１４の保守作業の頻度を抑制することができる
。
【実施例３】
【００６８】
　以下、本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第３の実施の形態を図面を用
いて説明する。図１０は本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第３の実施の
形態を構成する抽気量設定器の内容を示す制御ブロック図である。図１０において、図１
乃至図９に示す符号と同符号のものは同一部分であるので、その詳細な説明は省略する。
【００６９】
　本実施の形態において、原子力プラント出力制御装置の全体構成は、大略第１の実施の
形態と同じであるが、抽気量設定器２７の制御ブロック図が異なる。本実施の形態におい
ては、目標値生成装置２１から目標発電機出力信号を入力して変化率を算出する変化率演
算器５１と偏差ゼロ信号と等しい信号を出力する信号発生器５２とを備えている。減算器
３１の出力は変化率演算器５１の第１接点を介して変換演算器３２に接続されていて、信
号発生器５２の出力は変化率演算器５１の第２接点を介して変換演算器３２に接続されて
いる。
【００７０】
　変化率演算器５１は、予め定めた所定の変化率ｄと算出した目標発電機出力の変化率と
を比較し、目標発電機出力の変化率が所定の値ｄを超過するときは、第１接点のみを閉動
作させ、第１の実施の形態と同様に減算器３１で算出した偏差信号を変換演算器３２に入
力する。このことにより、偏差に応じた抽気量が算出され、抽気制御装置２０へ送出され
る。
【００７１】
　一方、目標発電機出力の変化率が所定の値ｄ以下のときは、第２接点のみを閉動作させ
、発電機出力の偏差信号としてゼロ信号を変換演算器３２に入力する。このことにより、
抽気量設定値は定格値に等しくなるので、抽気制御は実施されない。
【００７２】
　本実施の形態によれば、万一、再循環ポンプ３及び制御棒４の制御系あるいは駆動系な
どに不具合が生じて、これらの制御により発電機出力を目標に到達させることができない
場合が生じたとしても、目標発電機出力の変化率が十分小さくなった時点で抽気量設定値
を定格値とするので、継続的に抽気量を減少させた状態、すなわち、抽気弁１４の開度を
全開ではない状態で維持することを防止する。この結果、抽気弁１４の保守作業の頻度を
抑制することができる。
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【００７３】
　上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第３の実施の形態によれば
、第１の実施の形態と同様の効果を得ることができる。
【００７４】
　また、上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第３の実施の形態に
よれば、抽気弁１４の保守作業の頻度を抑制することができる。
【実施例４】
【００７５】
　以下、本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第４の実施の形態を図面を用
いて説明する。図１１は本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第４の実施の
形態を備えた原子力プラントを示す全体構成図、図１２は本発明の原子力プラントの出力
制御装置及び方法の第４の実施の形態を構成する抽気量設定器の内容を示す制御ブロック
図である。図１１及び図１２において、図１乃至図１０に示す符号と同符号のものは同一
部分であるので、その詳細な説明は省略する。
【００７６】
　本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第４の実施の形態において、原子力
プラント出力制御装置１６に新たな抽気制御装置６１が追加され、抽気弁１５を制御する
構成とした点が第１の実施の形態と異なる。図１１に示すように、抽気制御装置６１は、
抽気弁１５へ開度指令を出力して、抽気弁１５からの抽気量を設定値となるように調整す
るもので、出力制御装置２２の抽気量設定器２７から抽気量信号を入力する。
【００７７】
　図１２に示すように、本実施の形態における抽気量設定器２７は、減算器３１の出力で
あって第１の発電機出力偏差が入力される変換演算器６２を備えている。変換演算器６２
は、入力した第１の発電機出力偏差信号を抽気量に変換する変換式が予め設定されていて
、抽気量信号を演算し、抽気制御装置６１へ出力する。変換演算器６２で算出する抽気量
は、図１２に示すように、入力する偏差信号が設定値ｅ未満のときには、定格抽気量が出
力するように設定し、設定値ｅ以上に偏差が増加すれば増加に応じて抽気量を減少させ、
設定値ｅよりも大きい設定値ｆ以上では、抽気量を最小の一定値が出力するように設定し
ている。
【００７８】
　ここで、変換演算器６２の設定値ｅは、変換演算器３２の設定値ａよりも小さい値に設
定され、同様に、変換演算器６２の設定値ｆは、変換演算器３２の設定値ｂよりも小さい
値に設定されている。このことにより、目標発電機出力が変化して第１の発電機出力偏差
がゼロではなくなった直後は、抽気制御装置６１が抽気弁１５を制御開始する。そして、
発電機出力偏差がａに到達したときに初めて抽気制御装置２０が抽気弁１４を制御開始す
る。
【００７９】
　本実施の形態によれば、この実施例によれば、目標発電機出力の変化率があまり大きく
ない場合、先に制御を開始する抽気制御装置６１及び抽気弁１５により、正味の発電機出
力が増加して発電機出力偏差が抑制されるので、抽気制御装置２０及び抽気弁１４の制御
の動作を抑制することができる。すなわち、抽気弁毎に優先順位を与えることができるの
で、頻繁に開閉することが望ましくない抽気弁の動作を抑制することができる。なお、本
実施の形態では、２つの抽気弁の場合を例に説明したが、さらに多数の抽気弁を用いるこ
とも可能である。
【００８０】
　上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第４の実施の形態によれば
、第１の実施の形態と同様の効果を得ることができる。
【００８１】
　また、上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第４の実施の形態に
よれば、抽気弁１４の保守作業の頻度を抑制することができる。
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【実施例５】
【００８２】
　以下、本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第５の実施の形態を図面を用
いて説明する。図１３は本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第５の実施の
形態を備えた原子力プラントを示す全体構成図、図１４は本発明の原子力プラントの出力
制御装置及び方法の第５の実施の形態を構成する抽気量設定器の内容を示す制御ブロック
図である。図１３及び図１４において、図１乃至図１２に示す符号と同符号のものは同一
部分であるので、その詳細な説明は省略する。
【００８３】
　本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第５の実施の形態において、原子力
プラント出力制御装置１６に新たな給水制御装置６３が追加され、給水ポンプ１２の給水
量を制御する構成とした点が第１の実施の形態と異なる。図１３に示すように、給水制御
装置６３は、給水ポンプ１２へ給水流量指令を出力して、原子炉１の水位を設定値となる
ように調整するもので、出力制御装置２２の抽気量設定器２７から水位設定信号を入力す
る。
【００８４】
　図１４に示すように、本実施の形態における抽気量設定器２７は、変換演算器３２の出
力であって抽気量信号が入力される変換演算器６４を備えている。変換演算器６４は、入
力した抽気量信号を原子炉水位設定値に変換する変換式が予め設定されていて、水位設定
信号を演算し、給水制御装置６３へ出力する。変換演算器６４で算出する水位設定値は、
図１４に示すように、入力する抽気量信号が設定値ｇ未満のときには、水位設定を低く設
定し、設定値ｇ以上に抽気量信号が増加すれば増加に応じて水位設定値を増加させ、設定
値ｇよりも大きい設定値ｈ以上では、水位設定値を定格値が出力するように設定している
。
【００８５】
　これにより、抽気量が大きいときには水位設定を高くし、抽気量が小さいときには水位
設定を低くする。この結果、抽気量が小さいときに給水流量を減少させる。給水加熱器１
３へ供給する抽気を減少させると、供給される熱量が減少するため給水温度が低下する。
給水温度が低下すると、冷却水の炉心２入口でのサブクーリングが増大し、ボイド割合が
減少して出力が増加する。出力が増加する効果は、発電機出力を増加する場合には望まし
い変化ではあるが、一定以上の変化をもたらす場合は抑制することが必要となる。
【００８６】
　本実施の形態のプラント出力制御装置１６では、抽気量を減少させたときの給水温度の
低下を抑制するため、抽気量の減少とともに、給水流量を減少させることができる。これ
により、急峻な原子炉１の出力変化を抑制してより安定した原子炉１の出力制御が可能と
なる。
【００８７】
　上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第５の実施の形態によれば
、第１の実施の形態と同様の効果を得ることができる。
【００８８】
　また、上述した本発明の原子力プラントの出力制御装置及び方法の第５の実施の形態に
よれば、抽気量を減少させたときの給水温度の低下を抑制するため、抽気量の減少ととも
に、給水流量を減少させることができる。これにより、急峻な原子炉１の出力変化を抑制
してより安定した原子炉１の出力制御が可能となる。
【００８９】
　なお、本発明は上述した第１乃至第５の実施の形態に限られるものではなく、様々な変
形例が含まれる。上記した実施形態は本発明をわかり易く説明するために詳細に説明した
ものであり、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。例え
ば、ある実施形態の構成の一部を他の実施の形態の構成に置き換えることが可能であり、
また、ある実施形態の構成に他の実施の形態の構成を加えることも可能である。また、各
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実施形態の構成の一部について、他の構成の追加、削除、置換をすることも可能である。
【符号の説明】
【００９０】
　１：原子炉、２：炉心、３：再循環ポンプ、４：制御棒、５：加減弁、６：高圧タービ
ン、７：低圧タービン、８：発電機、９：湿分分離加熱器、１０：復水器、１１：低圧給
水加熱器、１２：給水ポンプ、１３：高圧給水加熱器、１４：抽気弁、１５：抽気弁、１
６：プラント出力制御装置、１７：再循環流量制御装置、１８：制御棒制御装置、１９：
圧力制御装置、２０：抽気制御装置、２１：目標値生成装置、２２：出力制御装置、２３
：発電機出力センサ、２４：偏差信号出力器、２５：制御棒位置設定器、２６：加減弁開
度設定器、２７：抽気量設定器、２８：補正発電機出力算出器、２９：圧力センサ、３１
：減算器、３２：変換演算器、４１：第１減算器、４２：制御器、４３：変換演算器、４
４：第２減算器、４５：第１比較器、４６：第２比較器、４７：変換演算器、４８：減算
器、５１：変化率演算器、６１：抽気制御装置、６２：変換演算器、６３：給水制御装置
、６４：変換演算器

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図１４】



(18) JP 6608324 B2 2019.11.20

10

20

30

フロントページの続き

(72)発明者  水出　有俊
            茨城県日立市幸町三丁目１番１号　　　　　　　　　　　　　　日立ＧＥニュークリア・エナジー
            株式会社内
(72)発明者  北村　純一
            茨城県日立市幸町三丁目１番１号　　　　　　　　　　　　　　日立ＧＥニュークリア・エナジー
            株式会社内
(72)発明者  佐藤　孝一
            茨城県日立市幸町三丁目１番１号　　　　　　　　　　　　　　日立ＧＥニュークリア・エナジー
            株式会社内

    審査官  大門　清

(56)参考文献  特開昭６３－０９０６０５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－１１１００３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－０３１０９１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０１－２４８０９８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６３－２０４００３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０９－３０４５８６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－１２８８８１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－０２７２７８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－２７８４９９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６１－１６１４９６（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２００８／０３１７１９１（ＵＳ，Ａ１）　　
              米国特許出願公開第２０１５／０２１８９７０（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              ＩＰＣ　Ｇ２１Ｄ　　３／１２
              　　　　Ｇ２１Ｃ　　７／００－　７／３６
              　　　　Ｆ０１Ｄ　１７／００－２１／２０


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

